
消費者庁における「なりすまし広告詐欺対策」に関する取組

「国民を詐欺から守るための総合対策2.0」（令和７年４月22日 犯罪対策閣僚会議）
・変化する欺罔の手口について、迅速・的確にその特徴や被害者層、具体的に講じるべき対策等を明らかにした上で、訴求対象及び訴求内容と合致する広報啓
発の手段を選定し、効果的な広報啓発を行う。

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和８年７月21日 閣議決定）
・警察庁、金融庁、消費者庁、デジタル庁、総務省及び経済産業省で連携して、なりすまし広告詐欺に関して、消費者への注意喚起や広報啓発の取組を令和
８年度に実施する。

○SNSなどを通じた投資や副業といった「もうけ話」に
ご注意ください!（消費者庁ウェブサイト）

○事業者と連携した注意喚起
（LINEヤフー株式会社 ／ Facebook Japan合同会社）

（※）注意喚起に加え、悪質商法による被害防止のための消費者教育も実施している。

＜継続中＞

＜継続中＞ ＜令和６年７月～令和７年２月＞
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PIO-NETにおける「SNSをきっかけとして、著名人を名乗る、つながりがあるなどと勧誘される金融商品・サービスの
消費者トラブル」の消費生活相談情報について（令和８年６月30日までのPIO-NET登録分）
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「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和８年７月21日 閣議決定）
・各地の消費生活センターに寄せられる消費生活相談情報の分析能力や情報発信力を高め、地域における専門家確保等の体制を強化するとともに、PIO－NETに
各消費生活センターから一元的に集約された相談情報を関係府省庁に積極的に提供し、関係府省庁における取組強化に活用する。

全国の消費生活センター等に寄せられた消費生活相談情報について、関係省庁に近日中より毎月提供を開始
⇒各省庁における取組強化に寄与

(※１) PIO-NET（全国消費生活情報ネットワークシステム）に登録された相談情報を基に、消費者庁において作成。
(※２) SNSを契機とした金融商品・サービスのうち、著名人を名乗ったり、騙ったりする相談や、著名人とのつながりを示唆する相談を対象に集計している。また、著名人に限らず、有名評論家や学

者、投資家、アナリストなどに加え、これらのアシスタント、弟子、親族などといった関係者を名乗る相談も含む。
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令和３～８年度の年度別相談件数及び平均契約購入金額

Ｒ８年４月：54件

Ｒ６年３月：316件（最多）

（件） （万円）


